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受益者のみなさまへ
毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。
さて、「ダイワ・ニッポン応援ファンド
Vol. 5　－ライジング・ジャパン－」は、こ
のたび、第 3期の決算を行ないました。
ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。
今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

ダイワ・ニッポン応援ファンドVol. 5
－ライジング・ジャパン－

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式
信 託 期 間 5年間（2014年 4 月17日～2019年 4 月16日）
運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主要投資対象

わが国の金融商品取引所上場（上場予定を含
みます。以下同じ。）の株式および不動産投資
信託証券（不動産投資信託の受益証券または
不動産投資法人の投資証券をいいます。以下
同じ。）

運 用 方 法

①主として、わが国の金融商品取引所上場株
式等（不動産投資信託証券を含みます。以下
同じ。）の中から、東京圏の経済活性化により
恩恵を受けることが期待される銘柄に投資
し、信託財産の成長をめざします。
②ポートフォリオの構築にあたっては、以下
の方針を基本とします。
　イ�．わが国の金融商品取引所上場株式等の
中から、東京圏の経済活性化により恩恵
を受けることが期待される銘柄を投資候
補銘柄として選定します。

　ロ�．選定した投資候補銘柄については、適
宜見直しを行ないます。

　ハ�．投資候補銘柄の中から、投資環境およ
び個別企業の分析により投資魅力の高い
銘柄を選定し、ポートフォリオを構築し
ます。

　ニ�．ポートフォリオの組入銘柄について
は、適宜見直しを行ないます。

③株式等の組入比率は、通常の状態で高位に
維持することを基本とします。
④株式以外の資産への投資は、原則として、
信託財産総額の50％以下とします。
⑤信託財産の純資産総額の20％以内でＪ－Ｒ
ＥＩＴ（不動産投資信託証券）に投資するこ
とがあります。当該Ｊ－ＲＥＩＴは、外貨建
資産を保有する場合があります。外貨建資産
への実質投資割合は、原則として、信託財産
総額の50％以下とします。

株式組入制限 無制限

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売
買益（評価益を含みます。）等とし、原則とし
て、基準価額の水準等を勘案して分配金額を
決定します。ただし、分配対象額が少額の場
合には、分配を行なわないことがあります。
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 設定以来の運用実績

決　　算　　期
基 準 価 額 T O P I X

株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

投資信託
証　　券
組入比率

純資産
総　額（分配落） 税込み

分配金
期　中
騰落率 （参考指数） 期　中騰落率

円 円 ％ ％ ％ ％ ％ 百万円
1期末（2014年10月16日） 10, 125 150 2. 8 1, 195. 50 2. 5 93. 2 ― 3. 1 40, 598
2 期末（2015年 4 月16日） 11, 745 1, 300 28. 8 1, 599. 42 33. 8 94. 0 ― 4. 6 37, 168
3 期末（2015年10月16日） 11, 534 0 △� 1. 8 1, 505. 84 △ � 5. 9 94. 4 ― 4. 7 31, 164 

（注 1）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 2）株式先物比率は買建比率－売建比率です。
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■基準価額・騰落率
期　首：11, 745円　
期　末：11, 534円　
騰落率：△1. 8％

■基準価額の主な変動要因
国内株式市況の下落を反映し、基準価額は値下がりしました。

《運用経過》
基準価額等の推移について

流　用
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年　　月　　日
基　 準　 価 　額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 株　　式

組入比率
株　　式
先物比率

投資信託
証　　券
組入比率騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％ ％
（期首）2015年 4 月16日 11, 745 ― 1, 599. 42 ― 94. 0 ― 4. 6

4 月末 11, 579 △� 1. 4 1, 592. 79 △� 0. 4 94. 2 ― 4. 6
5 月末 12, 013 2. 3 1, 673. 65 4. 6 94. 8 ― 4. 4
6 月末 12, 036 2. 5 1, 630. 40 1. 9 95. 2 ― 4. 3
7 月末 12, 259 4. 4 1, 659. 52 3. 8 94. 7 ― 4. 3
8 月末 11, 695 △� 0. 4 1, 537. 05 △� 3. 9 95. 5 ― 4. 2
9 月末 11, 077 △� 5. 7 1, 411. 16 △�11. 8 95. 2 ― 4. 3

（期末）2015年10月16日 11, 534 △� 1. 8 1, 505. 84 △� 5. 9 94. 4 ― 4. 7
（注）騰落率は期首比。
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投資環境について

○国内株式市況
国内株式市況は、期首より、ＥＣＢ（欧州中央銀行）による量的金融緩和の導入や国内景気の持ち
直し、良好な株式需給関係、円安の進行などを受けて、大きく上昇しました。しかし2015年 6 月から
は、ギリシャのデフォルト（債務不履行）懸念や中国株の急落が上値の抑制要因になると、 8月以降
は、中国を中心とした世界経済の先行き懸念が株価を大きく押し下げました。 9月のＦＯＭＣ（米国
連邦公開市場委員会）では利上げが見送られましたが、かえって実体経済の弱さを市場参加者に意識
させる結果となり、期末にかけて不安定な推移が続きました。

前期における「今後の運用方針」

国内株式市況は、国内外の金融緩和や国内企業の業績成長、良好な株式需給関係などが引続き株価の
押し上げ要因になると考えており、株式およびリート組入比率は90％程度以上の高位を維持する方針で
す。個別銘柄選別では、東京圏の経済活性化の恩恵を受け、中長期の成長が期待できる銘柄を中心に投
資してまいります。具体的には、東京圏の建設・インフラ投資の拡大の恩恵を受ける銘柄、外国人観光
客の増加などの観光需要の拡大の恩恵を受ける銘柄、金融緩和などのインフレ政策の恩恵を受ける銘柄
などに注目します。

ポートフォリオについて

東京圏の経済活性化の恩恵を受け、中長期で成長が期待できる銘柄を選別し、成長性やＰＥＲ（株価
収益率）などの株価指標にも留意して、おおむね90～120銘柄程度を選択して投資しました。
国内の株式およびリートの組入比率は、おおむね97～100％程度としました。
業種構成は、業績動向および株価水準、成長性などの観点から銘柄選別を行なった結果、輸送用機器
や卸売業などの組入比率を引上げ、サービス業や機械などの組入比率を引下げました。期末では、電気
機器、建設業、サービス業、不動産業などを中心としたポートフォリオとしました。
個別銘柄では、マンション価格高騰による販売や受注への影響懸念から長谷工コーポレーション、決
算が期待を下回った川崎重工業を全部売却し、株価指標面での割安感の薄れた三越伊勢丹ＨＤ、入園者
数が伸び悩みを見せたオリエンタルランドなどを一部売却しました。一方、株価指標面で割安感の強
かった伊藤忠商事を新規に買付け、また中長期成長性を評価したあい ホールディングスやセプテーニ
ＨＬＤＧＳなどの比率を引上げました。

流　用
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ベンチマークとの差異について

当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
以下のグラフは、当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。
当期の当ファンドの基準価額と参考指数の騰落率はそれぞれ△1. 8％、△5. 9％となりました。
業種構成では、ＴＯＰＩＸの騰落率を下回る推移となったサービス業や不動産業のオーバーウエート
はマイナス要因となりましたが、ＴＯＰＩＸの騰落率を上回る推移となった建設業のオーバーウエート
が大きくプラスに寄与し、業種選択効果はプラスでした。個別銘柄では、サン電子、星野リゾート・
リート投資法人などはマイナスに作用しましたが、セプテーニＨＬＤＧＳ、あい ホールディングス、
フェローテックなどが大きくプラスに寄与し、銘柄選択効果もプラスとなりました。
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1 万口当りの費用の明細

流　用

項　　　目
当　　期

項　　目　　の　　概　　要（2015. 4. 17～2015. 10. 16）
金　　額 比　　率

信託報酬  92円 0. 780％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率
　　　　　期中の平均基準価額は11, 785円です。

（投信会社）  （44）  （0. 377） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価
額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価

（販売会社）  （44）  （0. 377） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの
管理、購入後の情報提供等の対価

（受託銀行）  （3）  （0. 027） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  15   0. 129  売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式）  （15）  （0. 129） 

有価証券取引税  ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

その他費用  0   0. 003  その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（監査費用）  （0）  （0. 003） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
合　　　計  107   0. 912  

（注 1 ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出し
た結果です。

（注 2 ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 3 ）比率欄は 1 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
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分配金について

当期は、経費控除後の配当等収益が計上できなかったため、収益分配を見送らせていただきました。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づいて運用させていただきます。
■分配原資の内訳（ 1万口当り）

項 目
当 期

2015年 4 月17日
～2015年10月16日

当期分配金（税込み） （円） ―
対基準価額比率 （％） ―
当期の収益 （円） ―
当期の収益以外 （円） ―

翌期繰越分配対象額 （円） 1, 534 
（注 1 ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 2 ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 3 ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

《今後の運用方針》
国内株式市況は、新興国の減速懸念、米国利上げ時期やその影響には留意する必要はありますが、国

内の金融緩和、国内企業の業績成長期待、株価指標面の割安感などが株価押し上げ要因となると考えて
おり、国内の株式およびリート組入比率は90％程度以上の高位を維持する方針です。個別銘柄選別で
は、東京圏の経済活性化の恩恵を受け、中長期の成長が期待できる銘柄を中心に投資してまいります。
具体的には、東京圏の建設・インフラ投資の拡大の恩恵を受ける銘柄、外国人観光客の増加などの観光
需要の拡大の恩恵を受ける銘柄、金融緩和などのインフレ政策の恩恵を受ける銘柄、強固なビジネスモ
デルを有するインターネット関連銘柄などに注目します。

流　用
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1 万口当りの費用の明細

流　用

項　　　目
当　　期

項　　目　　の　　概　　要（2015. 4. 17～2015. 10. 16）
金　　額 比　　率

信託報酬  92円 0. 780％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率
　　　　　期中の平均基準価額は11, 785円です。

（投信会社）  （44）  （0. 377） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価
額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価

（販売会社）  （44）  （0. 377） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの
管理、購入後の情報提供等の対価

（受託銀行）  （3）  （0. 027） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  15   0. 129  売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式）  （15）  （0. 129） 

有価証券取引税  ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

その他費用  0   0. 003  その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（監査費用）  （0）  （0. 003） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
合　　　計  107   0. 912  

（注 1 ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出し
た結果です。

（注 2 ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 3 ）比率欄は 1 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
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配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

《今後の運用方針》
国内株式市況は、新興国の減速懸念、米国利上げ時期やその影響には留意する必要はありますが、国

内の金融緩和、国内企業の業績成長期待、株価指標面の割安感などが株価押し上げ要因となると考えて
おり、国内の株式およびリート組入比率は90％程度以上の高位を維持する方針です。個別銘柄選別で
は、東京圏の経済活性化の恩恵を受け、中長期の成長が期待できる銘柄を中心に投資してまいります。
具体的には、東京圏の建設・インフラ投資の拡大の恩恵を受ける銘柄、外国人観光客の増加などの観光
需要の拡大の恩恵を受ける銘柄、金融緩和などのインフレ政策の恩恵を受ける銘柄、強固なビジネスモ
デルを有するインターネット関連銘柄などに注目します。

流　用

6

4602dam_交付_.indd   6 2015/11/20   17:12:02

7



ダイワ・ニッポン応援ファンドVol.5　－ライジング・ジャパン－

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（2015年 4 月17日から2015年10月16日まで）

項　　　　目 当　　　　期
（ａ）期中の株式売買金額 35, 890, 108千円 
（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 33, 638, 949千円 
（ｃ）売買高比率 （ａ）／（ｂ） 1. 06 
（注 1）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 2）単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況
（1）期中の利害関係人との取引状況

（2015年 4 月17日から2015年10月16日まで）
決 算 期 当　　　　　　　期

区分 買付額等
A

う ち 利 害
関係人との
取引状況 B

B/A 売付額等
C

う ち 利 害
関係人との
取引状況D

D/C

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株式 15, 337 3, 513 22. 9 20, 552 3, 976 19. 3 
コール・ローン 36, 477 ― ― ― ― ― 

■売買および取引の状況
株　　　　式

（2015年 4 月17日から2015年10月16日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株　　数 金　　額 株　　数 金　　額

国内
千株 千円 千株 千円

13, 064. 6 15, 337, 136 20, 221. 8 20, 552, 971 
（△� 528. 5） （� ―） 

（注 1）金額は受渡し代金。
（注 2）�（　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 3）金額の単位未満は切捨て。

■主要な売買銘柄
株　　　　式

（2015年 4 月17日から2015年10月16日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
トヨタ自動車 159 1, 238, 557 7, 789 長谷工コーポレーシヨン 460 639, 362 1, 389 
富士重工業 205 876, 732 4, 276 大林組 650 599, 652 922 
伊藤忠 510 695, 406 1, 363 トプコン 195 559, 834 2, 870 
大豊建設 1, 170 680, 842 581 ディップ 170 515, 872 3, 034 
長谷工コーポレーシヨン 460 644, 986 1, 402 清水建設 420 456, 276 1, 086 
ラオックス 1, 250 571, 960 457 みずほフィナンシャルＧ 1, 750 447, 582 255 
みずほフィナンシャルＧ 2, 150 570, 488 265 川崎重工業 770 426, 888 554 
三井物産 340 528, 943 1, 555 三越伊勢丹ＨＤ 210 415, 325 1, 977 
マツモトキヨシＨＬＤＧＳ 82 516, 714 6, 301 竹内製作所 140 398, 733 2, 848 
ノジマ 351 512, 931 1, 461 オリックス 220 393, 314 1, 787 
（注 1）金額は受渡し代金。
（注 2）金額の単位未満は切捨て。

（3）�期中の売買委託手数料総額に対する利害関係人への支
払比率

（2015年 4 月17日から2015年10月16日まで）
項　　　　目 当　　　　期

売買委託手数料総額（Ａ） 45, 724千円 
うち利害関係人への支払額（Ｂ） 10, 585千円 
（Ｂ）／（Ａ） 23. 2％ 

※�利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第 1項に規定される
利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関係人とは、日の出証
券、大和証券です。

（2）�利害関係人である金融商品取引業者が主幹事となって
発行される有価証券

（2015年 4 月17日から2015年10月16日まで）

種　　　　　類 当　　　　　期
買　　付　　額

百万円
株式 227
（注 1）金額は受渡し代金。
（注 2）単位未満は切捨て。
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■組入資産明細表
（1）国内株式

銘　　　　柄 期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額
千株 千株 千円

建設業（10. 5％）
安藤・間 270 10 7, 930
大成建設 770 450 357, 750
大林組 780 520 561, 080
清水建設 200 ― ―
鹿島建設 240 ― ―
西松建設 1, 400 1, 790 902, 160
大豊建設 760 1, 930 1, 017, 110
前田建設 360 80 72, 800
東鉄工業 70 35 91, 385
熊谷組 750 240 94, 080

化学（1. 5％）
旭化成 120 ― ―
東ソー 220 ― ―
ＤＩＣ 700 ― ―
日東電工 33 57 448, 362
ゴム製品（1. 0％）
オカモト ― 250 302, 000

ガラス・土石製品（1. 7％）
日本コンクリート 630 620 264, 120
アジアパイルＨＤ 290 290 229, 390
日本碍子 90 ― ―

鉄鋼（1. 7％）
新日鐵住金 700 92 225, 216
日立金属 140 165 263, 670
非鉄金属（0. 9％）
古河機金 850 930 267, 840
金属製品（1. 7％）
川田テクノロジーズ 55 55 250, 525
三和ホールディングス 300 300 260, 700

機械（1. 2％）
アイダエンジニア 125 ― ―
ＳＭＣ ― 10 290, 900
タダノ 225 10 13, 660
ＣＫＤ 240 ― ―
竹内製作所 68 20 42, 320

電気機器（14. 1％）
ミネベア 120 ― ―
富士電機 420 ― ―
ダブル・スコープ ― 116 297, 772
ダイヘン 90 ― ―
大崎電気 194 ― ―
富士通 300 ― ―
サン電子 308 329. 4 243, 756
日本信号 90 90 107, 100
ソニー 230 168 546, 000
ＴＤＫ 25 ― ―
アルプス電気 215 340 1, 116, 900
フオスター電機 80 19 52, 516
日本航空電子 100 ― ―
古野電気 20 ― ―
キーエンス ― 6. 9 395, 991
フェローテック ― 425 506, 175
富士通フロンテック 24. 1 ― ―
カシオ 125 80 176, 000
村田製作所 47 47 720, 510
輸送用機器（6. 1％）
川崎重工業 770 ― ―
いすゞ自動車 250 50 68, 075

（2）国内投資信託証券
銘　　　　　柄 期　首 当　期　末

口　数 口　 数 評 価 額
千口 千口 千円

星野リゾート・リート 0. 68 0. 68 822, 800 
ジャパン・ホテル・リート投資法人 8 8 638, 400 

合計
口 数、 金 額 8. 68 8. 68 1, 461, 200 

銘柄数＜比率＞ 2銘柄 2銘柄  ＜4. 7％＞
（注 1）�合計欄の＜　＞内は、純資産総額に対する評価

額の比率。
（注 2）評価額の単位未満は切捨て。

銘　　　　柄 期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額
千株 千株 千円

トヨタ自動車 ― 125 925, 000
富士重工業 ― 175 794, 675
精密機器（1. 1％）
トプコン 195 190 322, 240
オリンパス 25 ― ―

その他製品（0. 6％）
前田工繊 168 ― ―
バンダイナムコHLDGS ― 62 183, 830

陸運業（4. 4％）
東武鉄道 380 ― ―
東京急行 420 420 402, 360
京浜急行 200 200 195, 400
京成電鉄 140 140 194, 880
東日本旅客鉄道 34 45 500, 175
海運業（―）
日本郵船 600 ― ―

空運業（1. 8％）
日本航空 115 120 521, 400

倉庫・運輸関連業（0. 1％）
三井倉庫HOLD 330 ― ―
住友倉庫 410 30 17, 760
情報・通信業（3. 0％）
エニグモ ― 336 313, 824
データ・アプリケーション ― 5. 5 14, 014
スクウェア・エニックス・HD 150 165 532, 950
ＳＣＳＫ 81 2 8, 750
アイネス 210 8 9, 000
ソフトバンクグループ 45 ― ―

卸売業（8. 4％）
あい ホールディングス 313 421 1, 183, 010
伊藤忠 ― 510 762, 450
三井物産 130 350 526, 050
日立ハイテクノロジーズ 50 ― ―
岩谷産業 280 ― ―
サンリオ 95 1 3, 170
小売業（7. 7％）
コメ兵 ― 12 27, 996
J.  フロント リテイリング 110 20 38, 220
マツモトキヨシHLDGS ― 82 419, 840
三越伊勢丹ＨＤ 240 30 55, 920
セブン&アイ・HLDGS 53 62 336, 040
ノジマ 116 587 833, 540
良品計画 ― 8. 5 204, 000
ドンキホーテホールディング 40 18 79, 650
ラオックス ― 300 111, 300
ファーストリテイリング 1 3. 8 164, 920

銀行業（5. 1％）
新生銀行 1, 300 ― ―
三菱UFJ フィナンシャルG 1, 300 1, 200 906, 000
三井住友トラストHD 600 ― ―
三井住友フィナンシャルG 85 110 513, 480
みずほフィナンシャルＧ ― 400 94, 760

証券、商品先物取引業（2. 3％）
野村ホールディングス 540 600 448, 560
東海東京ＨＤ 300 ― ―
岩井コスモホールディング 167 167 227, 454

保険業（4. 0％）
第一生命 215 410 826, 765
東京海上ＨＤ 82 80 360, 880

銘　　　　柄 期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額
千株 千株 千円

その他金融業（0. 8％）
オリックス 220 ― ―
三菱ＵＦＪリース 300 ― ―
日本取引所グループ 100 124 240, 064
不動産業（10. 0％）
いちごグループHD ― 600 189, 600
オープンハウス 80 160 331, 680
三井不動産 235 260 884, 000
三菱地所 168 110 283, 525
東京建物 300 230 365, 240
住友不動産 140 140 580, 020
レーサム 157. 3 57 70, 338
トーセイ 230 ― ―
サンフロンティア不動産 260 260 250, 640
日本空港ビルデング 40 ― ―
サービス業（10. 1％）
クックパッド 46 7 17, 115
いちごグループHD 350 ― ―
カカクコム 195 2 4, 206
ディップ 46 ― ―
ディー・エヌ・エー ― 15 34, 500
ファンコミュニケーションズ 40 ― ―
セプテーニHLDGS 395 536 1, 242, 448
ケネディクス 300 300 135, 900
オリエンタルランド 68 38 257, 906
リゾートトラスト 125 100 314, 500
サイバーエージェント 47 ― ―
楽天 170 75 128, 100
エン・ジャパン ― 29 93, 235
ライドオン・エクスプレス 67. 4 40 53, 560
エイチ・アイ・エス 172 155 615, 350
カナモト 65 ― ―
西尾レントオール 68 ― ―
乃村工藝社 160 52 82, 524
セコム 38 ― ―

千株 千株 千円

合計
株 数、 金 額 27, 896. 8 20, 211. 1 29, 428, 507

銘柄数＜比率＞ 109銘柄 88銘柄 ＜94. 4％＞
（注 1）�銘柄欄の（　）内は国内株式の評価総額に対する

各業種の比率。
（注 2）�合計欄の＜　＞内は、純資産総額に対する評価

額の比率。
（注 3）評価額の単位未満は切捨て。
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■投資信託財産の構成
2015年10月16日現在

項　　　　　目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
株式 29, 428, 507 92. 3 
投資信託証券 1, 461, 200 4. 6 
コール・ローン等、その他 1, 000, 597 3. 1 
投資信託財産総額 31, 890, 304 100. 0 
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
2015年10月16日現在

項　　　　　目 当　　期　　末
（Ａ）資産 31, 890, 304, 160円

コール・ローン等 308, 865, 871  
株式（評価額） 29, 428, 507, 000  
投資信託証券（評価額） 1, 461, 200, 000  
未収入金 534, 878, 889  
未収配当金 156, 852, 400  

（Ｂ）負債 725, 925, 265  
未払金 109, 577, 683  
未払解約金 338, 830, 049  
未払信託報酬 276, 565, 494  
その他未払費用 952, 039  

（Ｃ）純資産総額（Ａ－Ｂ） 31, 164, 378, 895  
元本 27, 018, 494, 643  
次期繰越損益金 4, 145, 884, 252  

（Ｄ）受益権総口数 27, 018, 494, 643口
１ 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 11, 534円

＊�期首における元本額は31, 647, 466, 464円、当期中における追加設定元本額は
2, 134, 570, 181円、同解約元本額は6, 763, 542, 002円です。
＊当期末の計算口数当りの純資産額は11, 534円です。

■損益の状況
当期　自2015年 4 月17日　至2015年10月16日

項　　　　　目 当　　　　期
（Ａ）配当等収益 209, 140, 807円

受取配当金 208, 560, 690
受取利息 96, 556
その他収益金 483, 561

（Ｂ）有価証券売買損益 △� 508, 359, 791
売買益 3, 046, 157, 257
売買損 △� 3, 554, 517, 048

（Ｃ）信託報酬等 △� 277, 517, 533
（Ｄ）当期損益金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） △� 576, 736, 517
（Ｅ）前期繰越損益金 3, 845, 760, 557
（Ｆ）追加信託差損益金 876, 860, 212

（配当等相当額） （� 291, 042, 150）
（売買損益相当額） （� 585, 818, 062）

（Ｇ）合計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 4, 145, 884, 252
次期繰越損益金（Ｇ） 4, 145, 884, 252
追加信託差損益金 876, 860, 212
（配当等相当額） （� 291, 042, 150）
（売買損益相当額） （� 585, 818, 062）
分配準備積立金 3, 845, 760, 557
繰越損益金 △� 576, 736, 517

（注 1）�信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 2）�追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 3）�収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

（ａ）経費控除後の配当等収益  0円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益  0
（ｃ）収益調整金 300, 123, 695
（ｄ）分配準備積立金 3, 845, 760, 557
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） 4, 145, 884, 252
（ｆ）分配金  0
（ｇ）翌期繰越分配対象額（ｅ－ｆ） 4, 145, 884, 252
（ｈ）受益権総口数 27, 018, 494, 643口

《訂正のお知らせ》
　作成対象期間の末日が2015年 4 月16日の交付運用報告書および運用報告書（全体版）につきまして、「 1万口当りの費用の明細」の
表の「項目の概要」における次の記載にて下線部が不要でした。お詫び申し上げますとともに、下線部を除いてお読み替えください
ますようお願い申し上げます。
　
　　「期中の平均基準価額（月末値の平均値）は11, 788円です。」

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」の適用対象です。非課税口座における取扱いについては販売会社にお問
い合わせください。
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